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記 者 発 表            2021 年 3 月 29 日 

ジェトロ愛媛貿易情報センター 

愛媛県産業貿易振興協会(EIBA) 

 

「2021 年版 愛媛県内企業の貿易・投資等実態調査結果」 

～海外取引の多様化、進むオンライン商談、外国人材の採用にも関心～ 
 

日本貿易振興機構（ジェトロ）愛媛貿易情報センターと愛媛県産業貿易振興協会にて、『愛媛県
国際取引企業リスト』 2021 年版の刊行に当たって、愛媛県内企業の海外ビジネス（貿易取引、
海外進出など）の実態について、アンケート方式による調査を実施しました（2020 年 11～12 月）。
結果の概要を以下の通り発表します。 

また、今回は特別企画として、新型コロナの海外ビジネスへの影響に関する調査を、いよぎん地域経済
研究センターと、高度外国人材採用に関する調査を、愛媛大学（国際連携推進機構・留学生就職
促進プログラム推進室）と、それぞれ協同で実施しましたので、要旨を併せてお知らせいたします。 

 

 

 

 

  

【本調査結果のポイント】 

１．【愛媛県内企業の海外ビジネス動向】～中・韓の割合が低下し、分散傾向が鮮明に。 

 貿易取引では、対アジア・北米・欧州が約 8 割を占めるなか、中・韓比率が低下。 

 間接取引での輸出企業数の増加が顕著。企業規模問わず、裾野が拡がる。 

 海外進出拠点数でも、中・韓の割合が低下、インドネシア、ブラジルなど他国に拡大。 

 

２．【海外ビジネスにおける新型コロナの影響と今後の方向性】 

～約８割の企業でマイナスの影響があるも、海外ビジネスを今後拡大との回答が

半数を超える。 

 新型コロナによって、海外向けビジネスを行う企業の 78.3％でマイナスの影響あり。 

 事業戦略・ビジネスモデルの見直しは、「オンライン商談の実施」が最多。 

 世界的なパンデミックを経験してもなお、海外ビジネスを重視する傾向が顕著。 

 

３．【高度外国人材の採用・雇用】 

 約 18％の回答企業が現在雇用、約 30％が採用に関心。 

 採用に当たって、回答の半数近くが日本人／外国人の区別なく、能力・適性等で判断。 
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本調査について 

 実施方法：アンケート調査票を発送（郵送・FAX・電話聞き取りにて回答） 
 実施時期：2020 年（令和 2 年） 11 月～12 月 
 調査対象：愛媛県内に本社、支社、工場などを設置している企業（本社が愛媛県外にある

場合は愛媛県内の拠点が行っている国際取引に限定）。 
 送付先数：730 社 

＜アンケート調査①：愛媛県内企業の貿易取引、海外進出等の動向＞ 
回答数：625 社、有効回答数 606 社、有効回答率 83.0％ 
＜アンケート調査②：新型コロナの影響と今後の方向性＞ 
有効回答数 368 社、有効回答率 50.4％ 
＜アンケート調査③：高度外国人材の採用・雇用＞ 
有効回答数 368 社、有効回答率 50.4％ 

 
※掲載 URL：ジェトロ愛媛           https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/ehime 

愛媛県産業貿易振興協会 http://www.ehime-sanbokyo.jp/ 

 

 

お問合せ先 

-「愛媛県内企業の貿易・投資等実態」調査、「愛媛県国際取引企業リスト」に関すること 

日本貿易振興機構（ジェトロ）愛媛貿易情報センター（担当：池田）TEL：089-952-0015 

愛媛県産業貿易振興協会（担当：日野）TEL：089-953-3313 

 

-「海外ビジネスにおける新型コロナの影響と今後の方向性」調査に関すること 

株式会社いよぎん地域経済研究センター（担当：福田）TEL：089-931-9705（内線 8417） 

 

-「高度外国人材の採用・雇用」調査に関すること 

愛媛大学 国際連携推進機構 留学生就職促進プログラム推進室（担当：合田） 

TEL：089-927-8309 受付時間（9:00～16:00） 

 
ご参考 URL 

 ジェトロ「特集：新型コロナウィルス拡大の影響」サイト 
（https://www.jetro.go.jp/world/covid-19/） 

※世界の国々の感染拡大に伴う移動制限や経済への影響、政府等による経済対策、事業
者支援策を掲載。 

 ジェトロ「高度外国人材活躍推進ポータル」サイト 
（https://www.jetro.go.jp/hrportal/） 
※高度外国人材の採用関心企業（求人）と日本で働きたい方（求職）とのマッチング・プラッ

トフォーム。 
 

  

https://www.jetro.go.jp/world/covid-19/
https://www.jetro.go.jp/hrportal/


 

- 3 - 

 

本調査の結果概要 

１．【愛媛県内企業の海外ビジネス動向】～中・韓の割合が低下し、分散傾向が鮮明に。 

 貿易取引を地域別にみると、アジア（輸出 47.0％、輸入 57.1%）を筆頭に北米・欧州と併せて大半（輸出

計 79.2%、輸入計 85.5％）を占めるが、前回前年調査と比べて、中国・韓国の割合が輸出入共に低下して、

他国に分散した。 

 取引形態では、直・間併用含めて、間接取引企業数の増加が顕著。規模問わず、海外ビジネスに取り組む企

業の拡がりと、商流と市場に応じて取引形態を選択する姿勢がみられる。 

 海外進出では、企業数（116）は進出と撤退がほぼ同数と前回調査に比べて大きな変化はみられていないが、

拠点数（274）をみると、中国・韓国の割合が低下した一方で、インドネシア、ブラジルなど他国に拡大する動

きがみられている。業種別進出企業数は、機械・金属、製紙・紙製品、農水産物・飲食料品の順に多い。 

 

２．【海外ビジネスにおける新型コロナの影響と今後の方向性】～約８割の企業でマイナスの影響

があるも、今後も拡大との回答が半数を超える。 

 新型コロナウイルスの感染拡大により、海外向けビジネスを行う企業の 78.3％で「マイナスの影響」があると回答

した。 

 海外向けの事業戦略やビジネスモデルの見直し内容では、「オンライン商談の実施」が 36.4％と最も高かった。 

 今後の海外ビジネス展開の方向性として、最も割合が高かったのは「現状維持」の 42.6％だが、「長期的に拡大

を検討」と「今後１～３年で拡大を検討」の合計が半数を超えた。世界的なパンデミックを経験してもなお、海

外ビジネスを重視する傾向が顕著であった。 

 

３．【高度外国人材の採用・雇用】 

 高度外国人材（大学卒業以上のレベル）については、有効回答の約 18％が現在雇用しており、約 30％が

今後の採用を検討している。 

有効回答 368 社のうち、調査時点で高度外国人材を雇用している企業は、65 社で全体の 17.7％となって

いるが、今後採用を検討したいとする企業は 102 社で全体の 27.7％となっている。 

 高度外国人材の採用理由は、有効回答の半数近くが、日本人や外国人の別ではなく、能力や適性による、と

の回答。 

高度外国人材の採用理由としては、「日本人や外国人の別なく、能力や適性等により採用する」との回答が

全体の 49.6％、次が「特定の国・地域への業務展開（販路開拓・拠点設立等）のため」とするのが 33.5％、

「日本人の大学新卒者の代替のため」とするのは 11.5％であった。 

以 上 
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付表 

１．【愛媛県内企業の海外ビジネス動向】 

 

  
エリア別輸出取引状況 

国・地域別輸出取引状況（単位：件）上位 15 か国 

※中国＝全体比 12.0%（前回）→11.4%、韓国 6.6%（前回）→6.1% 

エリア別輸入取引状況 国・地域別輸入取引状況（単位：件）上位 15 か国 

※中国＝全体比 24.8%（前回）→23.8%、韓国 9.2%（前回）→8.5% 

 

形態別輸出取引の変遷（単位：企業数） 

※2005-06 年調査→2016 年調査→2021 年調査 

(n=556) 

(n=422) 

(n=295)         (n=268)         (n=176) 
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２．【海外ビジネスにおける新型コロナの影響と今後の方向性】 
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その他

稼働率の抑制

原材料・設備の変更(代替品利用等)

原材料等調達先の見直し

海外拠点の生産移管、新規進出

親会社や金融機関からの資金調達

スタッフの労務管理見直し

新規投資・拡張の中止または延期

物流方法・ルートの見直し

商品・サービスの見直し

販売先の見直し

販売方法の変更( E Cの活用等)

オンライン商談の実施

（％）

（複数回答）

（ｎ＝12 1）

新型コロナの感染拡大によって海外ビジネスにどのような影響があったか 

海外向け事業戦略・ビジネスモデル見直しの内容 
（複数回答） 

長期的に拡大を検討

3 6 .5 ％

今後１～３年で拡大を検討

13 .8 ％

現状維持

4 2 .6 ％

今後１～３年で縮小を検討

3 .1％

すぐに縮小を検討

0 .6 ％
撤退・縮小を決定済み

3 .4 ％

拡大方針

縮小方針

（ｎ＝3 2 6 ）

今後の海外ビジネスの方向性 
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３．【高度外国人材の採用・雇用】 

 

 
 

 

 

 

高度外国人材を採用・雇用して

いる。

17.7%

技能実習生・特定技能資格者

の外国人を雇用している。

19.6%外国人はまったく雇用

していない。

47.8%

いずれにも該当しない。

15.2%

高度外国人材を採用・雇用したい。

27.7%

技能実習生や特定技能資格者の

外国人を雇用したい。

18.2%

外国人の雇用は考えていない。

35.9%

いずれにも該当しない。

19.6%

(n=373)

高度外国人材（大学卒業レベル）採用・雇用の現状 

高度外国人材（大学卒業レベル）採用・雇用の今後 

高度外国人材採用・雇用理由 

日本人の大学新卒者の代替のため

11.5%

日本人や外国人の別なく、能力

や適性等による人材採用のため

49.6%

特定の国・地域への業務展開（販路

開拓・拠点設立等）のため

33.5%

その他

5.4%

(n=260)

(n=369) 


